
 

　
少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少
の
進
展
を
は
じ
め
と

す
る
多
様
な
社
会
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
持
続

可
能
な
財
政
運
営
を
行
う
と
と
も
に
、
市
民
の
命

と
暮
ら
し
を
守
る
こ
と
や
、
い
き
が
い
づ
く
り
と
子

ど
も
た
ち
の
輝
く
未
来
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
に

重
点
を
置
い
た
予
算
を
編
成
し
ま
し
た
。

　
市
税
は
、新
築
家
屋
の
増
加
な
ど
に
よ
る
固
定

資
産
税
の
増
加
を
見
込
む一方
、定
額
減
税
の
実
施

に
よ
る
個
人
市
民
税
の
減
少
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。 

　
国
庫
支
出
金
は
、定
額
減
税
補
足
給
付
金
事
業

な
ど
に
よ
り
増
加
し
、県
支
出
金
は
、障
が
い
福
祉

サ
ー
ビ
ス
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。 

　
ま
た
、譲
与
税・交
付
金
は
、定
額
減
税
に
伴
う

市
税
収
入
の
減
少
分
を
補
塡
す
る
地
方
特
例
交
付

金
の
増
加
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
民
生
費（
目
的
別
）、扶
助

費（
性
質
別
）は
、定
額
減
税

補
足
給
付
金
事
業
の
実
施
、

障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費

や
児
童
手
当
の
増
加
な
ど

に
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。

　
衛
生
費（
目
的
別
）、普
通

建
設
事
業
費（
性
質
別
）は
、

ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
施
設
再

整
備
が
本
格
化
す
る
こ
と

に
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。 

ID：1032661

歳入

自主財源
依存財源

市が自主的に得られる財源 

国や県などの基準によって、交付や割り当てがされる財源 

義務的経費
投資的経費

支出が義務付けられ、任意に削減できない経費 

公共施設の整備などに要する経費

「
そ
の
他
」
に
は
、
保
育
所
保
育
料

や
土
地
売
払
収
入
、
ふ
る
さ
と
納

税
寄
附
金
、
財
政
調
整
基
金
繰
入

金
な
ど
が
含
ま
れ
て
い
る
よ 

目的別

性質別

市税
国庫支出金
市債
譲与税・交付金
県支出金
その他

523 億 200 万円
243 億 6712 万円
106 億 1580 万円
159 億 8620 万円
86 億 9656 万円
108 億 232 万円

令和６年度 前年度比
△6億 5100 万円
＋62億 9406 万円
△7億 5460 万円
＋14億 2640 万円
＋2億 1404 万円
△2億 890 万円

扶助費
人件費
公債費
普通建設事業費
物件費
繰出金
補助費等
その他

364 億 7166 万円
199 億 1316 万円
77 億 6066 万円
159 億 6155 万円
191 億 4598 万円
103 億 376 万円
96 億 2212 万円
35 億 9111 万円

令和６年度 前年度比
＋54億 1333 万円
＋14億 2594 万円
△3億 5189 万円
＋22億 769 万円
△3億 236 万円
△17億 552 万円
△2億 7809 万円

△8910 万円

民生費
衛生費
教育費
総務費
土木費
公債費
その他

565 億 9248 万円
162 億 9288 万円
130 億 4823 万円
114 億 1346 万円
112 億 8889 万円
78 億 4177 万円
62 億 9229 万円

令和６年度 前年度比
＋39億 4731 万円
＋29億 2012 万円
＋15億 1080 万円
＋9億 5683 万円
△3億 5514 万円
△3億 5187 万円
△23億 805 万円

個人市民税
（15.3%）

法人市民税
（2.1%）

固定資産税
（18.1%）

軽自動車税
（0.6%）
市たばこ税
（1.5%）

事業所税
（1.5%）都市計画税

（3.5%）

その他
（8.8%）

国庫支出金
（19.9%）

民生費
（46.1%）
障がい者福祉、
児童福祉など

扶助費
（29.7%）
福祉、医療など

義務的経費
641.5 億円
(52.2％)

その他の経費
426.6 億円
(34.8％)

投資的経費
159.6 億円
(13.0％)

人件費
（16.2%）
職員給与や
議員報酬など

公債費
（6.3%）
借入金の返済

物件費
（15.6%）

施設管理委託料や
光熱水費など

繰出金
（8.4%）

他会計への支出

補助費等
（7.8%）

その他
（3.0%）

補助金、
負担金など

普通建設事業費
（13.0%）

道路や学校などの
整備・改修など

衛生費
（13.3%）
母子保健、

廃棄物処理など

教育費
（10.6%）
学校教育、
生涯学習など

総務費
（9.3%）

人事、企画など

土木費
（9.2%）

道路、区画整理など

公債費
（6.4%） その他

（5.1%）借入金の返済
市債
（8.6%）

譲与税・交付金
（13.0%）

県支出金
（7.1%）

依存財源
596.7 億円
（48.6%）

自主財源
631.0 億円
(51.4%）

市税
(42.6%）

歳出
1227.7
億円

歳出
1227.7
億円

歳出
1227.7
億円

歳出

※
 

金
額
な
ど
に
つ
い
て
は
、

　 

表
示
単
位
未
満
を
端
数

　 

調
整
し
て
い
ま
す
。

　特定の目的・人を対象に実施する事業について、目的に沿った
収支を明確にするため一般会計とは別に経理するものです。

特別会計
　使用料などの収入で経費を賄う事業について、一般的
な企業に類する方法により経理するものです。

企業会計

公共用地先行取得事業
国民健康保険事業
後期高齢者医療事業
介護保険事業
民家防音事業
春日井インター北企業用地整備事業
潮見坂平和公園事業

8092 万円
257 億 821 万円
66 億 5214 万円
237 億 2338 万円

2234 万円
13 億 4445 万円
1億 8324 万円

令和６年度事業名称 前年度比
△5万円

＋2億 8767 万円
＋7億 6266 万円
△32億 9236 万円

△224 万円
△1億 4217 万円

＋2777 万円

市民病院事業
水道事業
公共下水道事業

250 億 299 万円
92 億 5274 万円
170 億 7884 万円

令和６年度事業名称 前年度比
＋30億 3559 万円
＋9億 1358 万円
＋4億 6614 万円

歳入
1227.7
億円

一般会計 
1227.7 億円
（前年度から 63.2 億円増） 

令 和 ６ 年 度

当 初 予 算
財政課 ☎85－6608

広報春日井 令和 6 年 4 月号広報春日井 令和 6 年 4 月号 66
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